
49　既存施設の有効活用による土砂災害対策の強化について
　

主管省庁（国土交通省水管理・国土保全局）
　 　

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】
《自由民主党 J-ファイル2012》（P20）
　◇　国民の生命と財産を守る「国土強靱化」の推進
　　・　今後急速に老朽化する橋梁や河川管理施設等の計画的更新
《公明党 マニフェスト2012》（P5）
　◇　防災・減災ニューディール基本法を制定
　　・　大規模自然災害に備え，国の責任で防災・減災対策を強化
《平成25年度国予算の内容》
　◇　事前防災・減災のための国土強靱化の推進
　　・　社会資本の適確な維持管理・更新に向けた取組の推進

県担当課名　　砂防防災課
関係法令等　　砂防法

　■　近年の大型化する台風や頻発するゲリラ豪雨等に備えた土砂災害対策は急務
　　であり，土砂災害危険箇所における早急な整備の推進が求められている。

　■　これまで整備してきた砂防堰堤の中には，上流から流出した土砂により満砂
    状態のものが多い。

　■　人家近くの「里山」では，土砂災害の発生源となる枯木や倒木の放置等の荒
　　廃が進み，新たな土砂流出や流木被害の危険性が増大している。

直面する課題

S51～H1
平均　１７０回

H2～H11
平均　１９３回

H12～H21
平均　２２０回

ゲリラ豪雨の増加

(回数)

昭和 平成

１時間降水量50mm以上の年間発生回数（1000地点あたり）

：期間平均発生件数

満砂堰堤の増加

放置倒木の増加

土石流災害は
増加傾向に！

(％)(件数)

凡　　例
土石流発生件数(全国)
えん堤整備率(徳島県)

・整備率２０％台
・伸びは緩やか

望まれる
　　整備率

 上がらない
 　　　　整備率
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【課題解決への方向性と処方箋】

　
　

【徳島発の政策提言】

　

　■　既設砂防堰堤について，堆積土砂を除去する「管理型堰堤」への転換や，倒
　　木除去や支障木の伐採等を行う「里山砂防」を推進し，既存施設を有効活用す
　　ることにより土砂災害対策を効果的に推進するシステムを構築すべきである。

　■　厳しい財政状況のもと，財政力の弱い地方に対しては，適切な防災機能を確
　　保するため，管理施設の良好な維持管理と既存施設の長寿命化対策について，
　　国の財政的支援が必要である。

方向性（処方箋）

平成26年度政府予算編成に向けて

具体的内容

提言　　既設砂防堰堤の堆積土砂の除去や堰堤上流の
　　　里山砂防に対する補助制度の拡充

渓流で一定の安全度の確保と整備率を向上するために！

現行制度 既存堰堤を有効活用！

●現行制度
　
内　容　堰堤新設と併せた
　　　　土砂の除去や里山砂防
事業費　１億円以上

○制度拡充
　
内　容　既設堰堤における
　　　　土砂の除去や里山砂防
事業費　５千万円以上

安全・安心の向上
施設の長寿命化

既設砂防堰堤

コスト縮減
整備効果の早期発現

砂防堰堤　２基

・堆積土砂除去
・里山砂防
単独での実施を
補助メニューに！

里山砂防
【倒木除去や支障木の伐採】

堆積土砂の除去

堰堤新設

※堰堤新設とセットで緊急的・補助的に実施

土砂・倒木の除去
（管理型への転換）
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50 老朽インフラの維持管理でのＩＣＴ活用について

主管省庁（国土交通省）

【現状と課題】

 

【政権与党の政策方針】

《自由民主党 J-ファイル2012》（P20）
　◇　国民の生命と財産を守る「国土強靭化」の推進
　　・　今後急速に老朽化する橋梁等の道路施設，港湾，河川管理施設，下水道等を
　　  計画的に更新し，安全と安心の確保を促進して国民の生命と財産を守ります。
 《マニフェスト2012》（P6）
　◇　１０年間で１００兆円の防災・減災ニューディール
　　・　社会インフラの構築にあたっては予防保全型の維持管理方式（アセット・
　　  マネジメント）を取り入れ，費用を縮減させます。
 《平成25年度国予算の内容》
　◇　命と暮らしを守るインフラ総点検・再構築
　　・　道路，河川管理施設等の総点検，老朽化対策の推進

県担当課名　　道路政策課
関係法令等　　道路法

　■　本県は大きな河川や山地が多いことから，橋梁やトンネルが多く，特に道路
　　実延長に占める橋梁延長の割合は，大都市に次いで全国上位にある。

　■　架設後５０年を経過する１５メートル以上の橋梁は，６６４橋のうち１２７橋
  （１９％）あり，これが２０年後には全体の約６割となる。

　■　吉野川を渡河する長大橋等において異常個所の発見が遅れると，修繕に多大な
　　費用と時間を要し，代替道路が無いことから，経済的・社会的に大きな損失が
　　発生する。

直面する課題

●道路実延長に占める橋梁延長の割合は全国10位

●架設後５０年を経過する橋梁は１２７橋（１５ｍ以上の道路橋６６４橋）
　　⇒２０年後には全体の約６割（３８６橋）が架設後５０年以上に

吉野川橋 （昭和３年）
橋長　１，０７０ｍ

B
A

徳島県 2,493 2,536 82.5

全　国 184,348 150,996 5,513.0

※国・都道府県道 　H22.4.1現在

3.31

2.99

橋梁（２ｍ以上）
道路実延長
Ａ（km）

延長
Ｂ(km)

箇所数 (％)

経済的・社会的に大きな損失

吉野川

吉野川に架かる長大橋等で
異常箇所の発見が遅れると・・・

多大な費用・時間を要し，代替性がないため

　吉野川に架かる４６橋で老朽化
　による改築は1橋（三好橋）のみ

0 100 200 300 400

2012
(現在)

2022
(10年後)

2032
(20年後)

386橋 (58%)

127橋 (19%)

250橋 (38%)

　維持管理に要するトータルコストが増大
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　　　・　橋梁やトンネルなどの重要な社会インフラを，遠隔監視，常時監視をする
　　　　ことにより，異常の早期発見，早期対応が可能となることから，情報通信技
　　　　術（ＩＣＴ）を活用したモニタリングシステムを早期に構築すること。

　　　・　システムの構築に当たっては，点検作業の合理化・コストの縮減に資する
　　　　ものとするとともに，その普及のため共有化に努めること。

　　　・　今後，国において，ＩＣＴを活用したシステムを構築し，実証実験を実施
　　　　する場合は，本県が有する「多種多様な橋梁形式」，「全国屈指の高速情報
　　　　網」を活用すること。

　■　維持管理に要するトータルコストを削減するため，点検業務の合理化を進める
　　必要がある。

　■　老朽インフラの変状や破損について，迅速な発見が必要である。

方向性（処方箋）

平成26年度政府予算編成に向けて

具体的内容

提言②　本県の橋梁を実証実験のフィールドに

提言①　維持管理における「ＩＣＴを活用」したシステム
　　　の早期構築

安全で安心して生活できる社会基盤が実現

情報収集
サーバー 随時

状態確認

異常発見時
警告発信

自治体

遠隔監視

　・異常の早期発見，早期対応

　・点検作業の合理化，コスト縮減

ｾﾝｻｰ

光ﾌｧｲﾊﾞｰ網

システムイメージ

システム普及のため
共有化が必要

加速度計

ひずみ計
センサー

吉野川

全国屈指の高速情報網

吉野川に架かる橋梁　４６橋
（内鉄道橋・潜水橋除く　３４橋）

実証フィールド
として最適！！

自治体

ケーブルテレビネットワーク網

国土交通省 光ファイバー

・吉野川沿いの国土交通省
管理用光ファイバーの利用

・ケーブルテレビ通信網の利用
　（普及率全国１位）

名田橋（昭和３８年）

美濃田大橋（昭和３４年）

三好橋（昭和２年）
四国三郎橋（平成１０年）

三好大橋 （昭和３３年）

多種多様な
橋梁形式が
吉野川に

トラス橋

吊橋

アーチ橋
斜張橋

ラーメン橋
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51　南海トラフの巨大地震に備えた道路ネットワークの
　　早期整備について

主管省庁（内閣府,国土交通省道路局）

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】
《自由民主党 J-ファイル2012》（P21,№20）
　◇　国民に約束した国の基幹ネットワークを含む道路網の整備
　　・　高速道路のミッシングリンクの解消，代替路になる「命の道」の積極的整備
《公明党 マニフェスト2012》（P6）
　◇　命を守るインフラの強化・構築
　　・　“命の道”となる緊急輸送路確保，高速道路のミッシング解消
《平成25年度国予算の内容》
　◇　災害への対応力の強化
　　・　代替性の確保のための道路ネットワークの整備　1,598億円（1.01）

県担当課名　　高規格道路課
関係法令等　　高速自動車国道法，道路整備特別措置法，地震財特法，地震防災対策特別措置法

　■　道路はつながってこそ効果を発揮するものであるが，徳島県沿岸部では，
　　緊急輸送道路の機能を担う道路ネットワークがつながっていない。

　■　徳島県沿岸部では，「南海トラフ巨大地震」の津波により基幹道路が寸断し，
　　迂回路が無く，地域の孤立が想定される。

日和佐道路

桑野道路

高松自動車道

牟岐バイパス

四
国
横
断
自
動
車
道

阿
南
安
芸
自
動
車
道

福井道路

※県南における最高津波水位２１ｍ

　　　 津波による寸断
　　　 予想箇所

徳島東IC

小松島IC

未
着
工
区
間

徳島JCT

徳島自動車道

海部道路
未事業化区間

直面する課題

唯一の基幹道路「一般国道55号」

 ・津波浸水域の通過割合

　　日和佐道路以南　約4割

　　牟岐バイパス以南　約6割

・供用率　わずか10％

・「くしの歯」も「歯の根本」も無い

徳島県沿岸部の高速交通ネットワーク

高知県

県提言ルート（平成24年3月）

・津波で基幹道路が寸断
・迂回路が無い
・地域の孤立が想定

緊急性の高い区間
新たな防災拠点
　・災害拠点病院
　・避難広場

- 101 -



【課題解決への方向性と処方箋】

　

【徳島発の政策提言】

　　　高速交通ネットワーク整備（直轄事業）

　　　上記に関連する追加インターチェンジ及びアクセス
　　　道路整備（社会資本整備総合交付金事業）

　【事業区間の整備促進】
　・　四国横断自動車道（鳴門～阿南間）の整備を促進すること。
　　　特に，徳島市中心部の渋滞緩和の効果が大きい，「徳島JCT～小松島IC間」に
　　ついては，早期に工事着手すること。

　・　阿南安芸自動車道の整備を促進すること。
　　「桑野道路」「福井道路」の整備促進

　・　県南地域の新たな防災拠点に接続する一般国道55号「牟岐バイパス」の
　　整備を促進すること。

　・　国土強靱化に向け，「南海トラフ巨大地震」発生時に緊急輸送道路の機能を
　　担う道路ネットワークの整備促進を図るため，必要な予算を拡大すること。

  ・　緊急輸送道路の機能を担う高速交通ネットワーク及びそれに関連する施設の
　　整備においては，新直轄方式に準じた国の負担割合に嵩上げできるよう
　　「南海トラフ巨大地震対策特別措置法(案)」に盛り込むこと。

　【「海部道路」の新規事業化】
　・　県南唯一の基幹道路である一般国道55号の代替道路となる「海部道路」に
　　ついては，津波により地域の孤立が想定される区間を「津波回避バイパス」
　　として新規事業化すること。

　■　切迫する「南海トラフの巨大地震」を迎え撃ち，災害への対応力の強化を図
　　るためには，巨大津波時に陸の防潮堤となるとともに，平時の救急救命や災害
　　発生時の緊急輸送道路など「命の道」として機能する高速道路等の道路ネット
　　ワークを国策として最優先に整備し，代替性を確保する必要がある。

　■　国土強靱化に関する基本的施策の推進，とりわけ「南海トラフ巨大地震」の
　　発生時に緊急輸送道路の機能を担う道路ネットワークの整備促進には，その
　　緊急性・重要性に鑑み，必要な予算を拡大するとともに，地方負担の軽減を
　　図る必要がある。

方向性（処方箋）

平成26年度政府予算編成に向けて

具体的内容

提言①　代替性確保のための道路ネットワーク整備

提言②　道路ネットワーク整備に係る予算の拡大及び
      地方負担の軽減

（国費率 2/3 → 3/4）

（国費率 7/10 → 3/4）
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52　高速道路等の機能強化について

主管省庁（国土交通省道路局）

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】
《自由民主党 J-ファイル2012》（P21,№20）
　◇　国民に約束した国の基幹ネットワークを含む道路網の整備

《公明党 マニフェスト2012》（P6）
　◇　命を守るインフラの強化・構築
　　・　“命の道”となる緊急輸送路確保

県担当課名　　高規格道路課
関係法令等　　高速自動車国道法，道路整備特別措置法

　■　徳島自動車道は，ＩＣ付近など一部区間で４車線化されているものの，
　　残りの区間は暫定２車線供用となっている。

　■　「高速道路のあり方検討有識者委員会」において，暫定２車線区間では
　　「死亡事故率は４車線区間の約２倍」，「災害時の復旧工事により，輸送効率
　　が低下した」などの問題点が指摘された。

　■　徳島県沿岸部では，津波による甚大な浸水被害が予想されている。

　■　高速道路等の出入りはＩＣに限られており,ＩＣ周辺が被災した場合，
　　柔軟な復旧支援活動ができない恐れがある。

　　・　高速道路のミッシングリンクの解消や４車線化など，全国の道路網の
　　　整備促進

直面する課題

全線Ｌ＝９５．３km　暫定２車線供用
徳島自動車道（徳島IC－川之江JCT）

全国で３番目に長い暫定２車線区間

順位 道路 区間
延長
（km)

1 道央道 落部～登別室蘭 131.9

2 道東道 占冠～本別 116.4

3 徳島道 徳島～川之江東ＪＣＴ 95.3

4 磐越道 会津若松～新潟中央 95.2

5 秋田道 北上ＪＣＴ～大曲 71.5

6 浜田道 千代田ＪＣＴ～浜田 56.6
・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・

有識者委員会での指摘

（出典：「高速道路のあり方検討有識者委員会」）

死亡事故率は約２倍

滞留車両

交互通行

工事規制 0.14

0.26

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

４車線以上 暫定２車線

死
亡
事
故
率

（

件
/
億
台
キ
ロ

）

約２倍

4車線以上 暫定2車線

暫定２車線区間では,片側交互通行
規制のため輸送効率が低下

0.14

0.26

４車線以上 暫定２車線

約２倍

4車線以上 暫定2車線

徳島自動車道

藍
住

脇
町

美
馬

井
川
池
田 徳

島

鳴
門
JCT

川
之
江

JCT

徳島自動車道（徳島IC－川之江JCT）
全線Ｌ＝９５．３km　暫定２車線供用

吉
野
川

スマート

高松自動車道

徳島東

阿南

桑野道路

日和佐道路

海部道路
（津波回避バイパス）

鳴門JCT

高知自動車道

福井道路

　　　津波による幹線道路
　　　寸断予想箇所

土
成

本四道路
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【課題解決への方向性と処方箋】

「南海トラフの巨大地震」等の大規模災害発生に備え

【徳島発の政策提言】

　・　高松自動車道の４車線化を促進すること。

　・　徳島自動車道の早期４車線化を実現すること。

　　　＊着手可能な箇所から「付加車線」の大幅増設を図ること。

　■　確実に機能する「緊急輸送道路」の整備が必要である。

　■　「代替性」を考慮し，ネットワークの多重化が必要である。

　■　高速道路施設に防災機能を付加し，有効活用すべきである。

  ■　発災時において円滑な復旧支援活動に資するＩＣの設置が必要である。

　・　ＳＡ／ＰＡの防災拠点化を図るとともに，高速道路等が「緊急輸送道路」

　　として，最大限機能が発揮できるようスマートＩＣを設置すること。

　・　新直轄区間や地域高規格道路において，津波発生時に防災拠点となる

　　「本線併設型 道の駅」を設置し，一般道との連結を可能とすること。

方向性（処方箋）

平成26年度政府予算編成に向けて

具体的内容

提言①　暫定２車線区間の４車線化

提言②　ＳＡ／ＰＡの防災拠点化，スマートＩＣの設置，
　　　無料区間での「本線併設型 道の駅」の設置

「本線併設型 道の駅」のイメージ

有料の高速道路 無料の高速道路等
新直轄区間
地域高規格道路

防災拠点となる
「本線併設型 道の駅」

高速道路等
本線

インターチェンジ

休憩施設

防災･地域振興施設

一般道
津波浸水域

幹線道路
スマートIC

SA/PA

結
節

スマートICの設置

・平時の救急救命活動

SA/PAの防災拠点化

・大規模災害時の救援・救護
　及び支援物資輸送

～期待される効果～

ＩＣ

復旧支援

ＩＣ 【道路事業者】

【地元自治体】

休憩施設

防災・地域振興施設，
インターチェンジ

防災・地域振興施設

休憩施設

ＩＣ ＩＣ

避難

幹
線
道
路

「道の駅」

道の駅

ＩＣ

暫定２車線区間では，
片側交互通行又は全面通行止

暫定２車線

４車線

災害

４車線区間は，車線規制で
上下線の交通流確保が可能
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主管省庁（国土交通省港湾局）

【現状と課題】

電力料金 電力料金

【政権与党の政策方針】
《自由民主党 J-ファイル2012》（P55）
　◇　エネルギー

・ 　再生可能エネルギーの供給の引き上げ
《公明党 マニフェスト2012》（P10）
　◇　新しいエネルギー社会の創造へ

・ 　エネルギー，環境【再エネを拡大。2030年に電力の30%】
《平成25年度国予算の内容》
　◇ エネルギー対策の推進

　　・　　まちづくり・交通分野におけるエネルギー・環境問題への対応

県担当課名　　運輸政策課
関係法令等　　港湾法

53　港湾における自然エネルギーの利活用の推進について

　■　港湾法に基づく港湾の「基本方針」の改正により，港湾における「地球温暖化
　　防止」が喫緊の課題とされ，環境負荷の少ない物流体系の構築や港湾内での
　　Ｃo2排出量の抑制等を進めるとされたが，港湾管理者が対策を実施するための
　　交付金対象が限られている。

　■　今後の電力料金の高騰が港湾関連事業者の経営を圧迫するとともに，港湾等整
　　備事業特別会計の健全化にも影響を及ぼす懸念がある。

荷役業者
使用料

荷役業者
使用料

　■　防災拠点となる港湾は，災害時における被災者の救援活動や支援物資の受入
　　など，速やかな対応が求められている。

直面する課題

四国電力電気料金値上申請

（値上げ実施目標７月！！）

17.5%

10.94%

企業向け

家庭向け

気象変動監視レポート２０１０　気象庁

電力料金の高騰

産業革命以降，大気中の
二酸化炭素濃度は，増える一方！

地球温暖化の現状 現交付金の対象

徳島小松島港では，

年間約２５０万円の負担増

「太陽光パネル」
「蓄電池」

「LED照明灯」
一体型程度

小規模

(H23実績に基づく試算)
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【課題解決への方向性と処方箋】

　

【徳島発の政策提言】

・　港湾空間における自然エネルギー（太陽光発電・小型風力発電）の導入促進に努
　め，蓄電設備とともに安定した電力供給を図ることで，災害時においても港湾の物
　流機能，防災拠点としての役割を果たすことが期待できる。

・　港湾管理者が，港湾施設(倉庫の屋根，遊休地等)に自然エネルギー発電施設を
　設置する事業に対して，交付金対象の拡大を図ること。

・　災害に強い自立・分散型エネルギー社会を推進するため，蓄電池などを併設する
　ことにより，災害時に被災者救援や支援活動に資する電力の供給できるシステムの
　構築を交付金対象とすること。

　■　災害時に被災者の救援活動や支援物資の集配などに資する電力源を自然エネ
　　ルギーの特性を活かし，多様化する必要がある。

　■　港湾施設である倉庫屋根や港湾緑地，遊休地等に自然エネルギー発電施設を
　　併設し，自然エネルギーの地産地消により，Co2の排出量の抑制を進めるとと
　　もに，購入電力を抑制し港湾運営における電力料金の増加を抑える必要がある。

方向性（処方箋）

平成26年度政府予算編成に向けて

具体的内容

提言①　港湾施設への自然エネルギー導入に対する交付金
　　　対象の拡大

将来像

提言②　災害時に｢自然エネルギーを活用するシステム構築」
　　　の交付金対象化

　本県では，「自然エネルギー立県とくしま・推進戦略」を策定し「メガソーラーの誘致」や「災害
に強いまちづくり」など，先駆的な取組を積極的に展開している。

購
入
電
力

自然
エネ

購
入
電
力

地産地消

リチウム電池へ充電→被災者救援用電力

港湾倉庫

倉庫の照明電力

冷凍コンテナ電力

自然エネルギーの宝庫
「徳島県」ならでは！！

駐輪場にソーラーパネルを設置した事例（徳島県庁）

非常時：救援・支援常時：Co2の削減

震災後, 気仙沼市に
設置した自然エネ照明

徳島産
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54　港湾施設の予防保全に係る取組み強化について

主管省庁（国土交通省港湾局）

【現状と課題】

■

■

■

【政権与党の政策方針】
《自由民主党 J-ファイル2012》(P20,№17)
　◇　国民の生命と財産を守る 「国土強靭化」の推進

《公明党 マニフェスト2012》(P5,№1)
　◇　復興日本，安心の日本へ
　　

《平成25年度国予算の内容》
　◇　防災・安全交付金

県担当課名　　運輸政策課
関係法令等　　港湾法，社会資本整備重点計画法

　予防保全型維持管理においては，定期点検とそれに基づく維持管理計画の見
直しが重要であるが，道路事業（橋梁）や河川事業（水門・ポンプ等）では
定期点検の実施が補助対象であるのに対して港湾事業では補助対象ではない。

　老朽化した港湾施設の補修に係る事業費は，今後ますます増大することが想
定されるが，港湾施設の維持管理は国有港湾施設を含め港湾管理者である県が
費用負担することとなっており，その負担は非常に大きい。

・　急速に老朽化する橋梁等の道路施設，港湾，河川管理施設，下水道等を計画
　的に更新する。

・　社会資本総合整備計画のうち「防災・安全」の実現に資するものに対して重
　点的な支援を行う。

・　予防保全型の維持管理方式(アセット・マネジメント)を取り入れ，費用を縮
　減させる。

　港湾施設の補修に係る補助事業は道路事業や河川事業（水門・ポンプ等）等
に比べ補助率が低い。

直面する課題

定期点検に係る補助制度がない

補修事業の補助率が低い

道路・河川事業に比べ
負担が大きい！！

今後，相当数の施設に対して
定期点検及び補修の負担は増大！！

0%

50%

100%

H24 H34 H44

外郭施設（防波堤等）：約460施設
係留施設（岸壁等）：約200施設

築造後50年経過する県内港湾施設の割合

施設の老朽化は年々進行！

(年度)

約20%増

約41%増

※1:道路事業における定期点検の対象：橋梁のみ
※2:河川事業の対象：比較的大規模な施設

補助制度の比較

有無 補助率 有無 補助率

道路※1 有 7/10 有
県道 7/10
国道 5/10

河川
※2

（水門・ポンプ等）
有 5/10 有 5/10

港湾 無 - 有 1/3

補修定期点検
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　・　港湾の補修事業における補助率を引き上げること。

○定期点検の実施に係る補助制度の創設

　・　長寿命化計画に基づき適宜，適切に「定期点検」が行えるよう，点検に要す
　　る費用を負担する制度を創設すること。

○港湾の補修事業制度の拡充

方向性（処方箋）

平成26年度政府予算編成に向けて

具体的内容

提言　予防保全の推進に向けた支援の強化

■　予防保全型維持管理に基づき，
　「適切な時期」に「適切な補修」を行う上で支援制度の拡充を図る必要がある。
　・　補修事業にかかる負担の軽減
　・　定期点検の実施に係る負担の軽減

○補助率の引き上げ

1/2(河川事業の補助率相当)へ

現行制度（補助事業）
　・　事　業：港湾改修事業

　・　補助率：1/3

制度の
拡充

桟橋床版の鉄筋発錆及び
コンクリート剥離

杭基礎ライニングの破損 係留付属物の劣化

岸壁エプロンの陥没

　平成２４年度まで主要施設の長寿命化計画の策定を行ってきたが，今後はこれに基づ
き定期点検や補修事業を行う必要がある。
　補修にあたって現状では劣化の著しい施設の事後補修を優先的に実施しているが，
今後予防保全型維持管理の推進に向けてより一層の取り組みが望まれる。

- 108 -



 55　工業用水道施設の緊急更新･耐震化補助制度の恒久化
　　 について

主管省庁（経済産業省経済産業政策局）

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】

《自由民主党 J-ファイル2012》（P21，№21）
　◇　重要インフラの防御

《公明党 マニフェスト2012》（P6，№3）
　◇　１０年間で１００兆円の防災・減災ニューディール
　　・　多角的な事業の実施により，１０年間で１００兆円規模の事業を想定。
《平成25年度国予算の内容》
　◇　計上なし
　　・　平成２５年度事業を１５ヶ月予算として平成２４年度２月補正に前倒し

県担当課名　　企業局経営企画戦略課
関係法令等　　工業用水道事業法

　■　徳島県の工業用水道事業は，輸液で全国の約５０％のシェアを占める企業や
　　白色ＬＥＤ製造で世界の約３０％のシェアを占める企業に供給しており，我が
　　国の産業活動を支えるだけでなく，人命にも関わる重大な役割を担っている。

　■　徳島県では，平成２４年度から３３年度までの１０年間に「施設の耐震化」
　　や大規模災害により工業用水の供給が停止し，復旧に時間を要する場合の「緊
　　急供給対策」に集中的に取り組むこととしており，莫大な費用（最大１７４億
　　円）がかかることが懸念される。

　■　平成２４年度２月補正予算で「工業用水道施設の緊急更新・耐震化補助制度」
    が創設されたが，平成２５年度予算には計上されておらず，制度の継続が懸念
    される。

　　・　医療，道路，航空，港湾，電力，ガス，水道等の社会の重要インフラを防御
　　　することは重要であるため，積極的に予算を投入。

直面する課題

徳島県工業用水道事業吉野川北岸 阿　　　　南

 給水能力１６万ｍ3/日，管路延長約２７ｋｍ 給水能力９万３千ｍ3/日，管路延長約２１ｋｍ

      　 輸液で全国シェア約５０％の企業
　　　　　　　　       など　計２２社に供給

        白色ＬＥＤ製造で世界シェア約３０％
        の企業   　　    など　計１０社に供給

供
給
先

供
給
先

ＬＥＤ
輸液

安定供給

平成２４年度２月補正予算では全国の約８．５％の補助金　→　施設の耐震化が進捗
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　■　大規模災害により工業用水の供給が停止し，復旧に時間を要する場合におい
　　ても，緊急的な供給の対策ができており，受水企業にとって安心な工業用水道
　　となっている。

　■　耐震化を完了し，安全安心な工業用水道施設となっている。

　■　施設の耐震化等は，莫大な費用が必要となることから，コスト縮減を図りな
　　がら計画的に実施していくためには，継続的な財政支援が必要である。

　　　・　管路施設の更新・耐震化や緊急供給施設の整備を行う「南海トラフの巨
　　　　大地震対策」を推進するためには，継続的な財政支援が必要であり，補助
　　　  制度の恒久化を行うこと。

　　　・　「南海トラフの巨大地震」をはじめとする大規模災害により工業用水の
　　　　供給が停止し，復旧に時間を要する場合に，緊急的な供給対策として，農
　　　　業用水を活用するために設置する施設なども補助対象とするよう補助対象
　　　　施設を拡大すること。

　■　補助対象施設については，大規模災害により工業用水の供給が停止し，復旧
　　に時間を要する場合の緊急的な供給に必要な施設も対象とするべきである。

方向性（処方箋）

平成26年度政府予算編成に向けて

具体的内容

提言①　緊急更新・耐震化補助制度の恒久化

提言②　補助対象施設の拡大

施設耐震化

安全度向上

緊急供給対策

ソフト対策

水管橋耐震化

管路二重化

管路更新

年度

・農業用水活用

・大型ポンプ車と移動
式送水設備活用

工業用水道事業　南海トラフの巨大地震対策
１０か年計画（平成２４年度～平成３３年度）

　24 ｜ 25 ｜ 26 ｜ 27 ｜ 28 ｜ 29 ｜ 30 ｜ 31 ｜ 32｜ 33

事業費
最大１７４億円

将来像

　　　「耐震化」，「緊急的な供給対策」が万全となり，
　　　　　受水企業にとって安全安心な工業用水道施設が確立！
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